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1　問題の限定
　ここ数年来，企業を取り巻く環境的諸条件の変化を背景にして，企業をめぐる各種利害関係者
の利害の対立の激化と「意思決定会計」ないし「利用者志向型会計」のもたらしたインパクトに
促されて，会計情報を中核とした企業内容開示制度の拡充に対する社会的ニーズが高まっている。
　特にこの問題領域において先駆的なアメリカ5中心にしてみた場合，近年における実務や制度
の展開のなかですでに開示が要請されているか，あるいは新たに開示がもとめられている会計情
報の主要なものとして，企業継続情報，現在原価情報（時価情報），四半期財務情報，石油・ガス
会計情報，あるいは利益予測情報などを挙げることができる。ある論者は，こうした開示情報の
拡充を促す要因として・特に事業環境の複雑さの増大，タイムリーな情報開示の必要性，統制な
・・し監視手段としての会計に対する社会的腰請の増大などを犠して曙。
　ところで，前掲の会計情報は，一般投資家を中心とした情報利用者の経済的意思決定のために
は有用であるが，慣行的な財務諸表情報に比べて，主観性ないし不確実性が高いためか，通常，
正式の財務諸表に含められずに・いわゆる「補足情報」として取り扱われ，監査の対象からも除
外されるように見受けられるが・そのような「補足情報」の意義，範囲ないし内容は必ずしも明
らかではない。また，監査の対象から除外されるとした場合に，この種の情報の信頼性をどのよ
うに確保するかも定かではない。しかしながら，冒頭で述べたように，企業内容開示制度の拡充
に対する社会的ニーズの高まりのなかで，その強化・充実をはかるためには，新しい情報開示手
段として社会的な注目を集めつつある，この「補足情報」を企業内容開示制度のなかに正式に位
置づけ，その意義と役割を正しく把握することが必要である。
　このような趣旨から，われわれにとって特に興味深く思われるのは，アメリカ財務会計基準審
議会（Financial　Accounting　Standards　Board：FASB）が「財務会計概念…報告書」（Statements・f
Financial　Acc。unting　Concepts：SFAC）第1号などで提示している新しい「財務報告」概念にもと
つく「二重報告システム」の構想である。本稿では，このFASBの「二重報告システム」の構想
に着目し，それとの関連において，近年，新しい情報開示手殺として注目されてきた「補足情報」
（1）D・n・ld　E・Ki…and　JerryエW・yg・ndt；1・t・rm・di・…Acc・unti・g，　fifth・diti・n，1986，　P．1226．
94　　　　　　　　　　r明大商学論叢』第71巻第3・4号（1989年3月）
の意義，範囲ならびに特性などについて考察を試みたい。
（318）
皿　開示情報の拡大と補足情報
　周知のように，FASBの「財務会計概念報告書」（SFAC）第1号「営利企業による財務報告の
目的」（1979年）一以下，単に「報告書」という一では，現在の営利企業の財務内容開示のた
めの諸手段を包括的に指示するために，既成の「財務諸表」という概念に代えて，新しく「財務
報告」（丘nancial　reporting）という新しい概念が用いられ，これには，（1）財務諸表だけでなく，（2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωその他の財務報告手段も含まれるととらえられている。
　そして，「報告書」では，「財務報告および財務諸表は本質的に同じ目的をもつものであるが，
ある種の有用な情報は財務諸表によってよりよく提供され，またあるものは，財務諸表以外の財
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2｝務報告手段によりよく提供されるか，あるいはそれによってのみ提供される」と述べられ，「財
務報告」概念にもとつく「二重報告システム」（dual　reperting　syste皿）の構想が提示されているの
　　（3）
である。
　このような財務報告に関する「二重報告システム」を構成する二つの要素のうち，まず，財務
諸表の意義について，「報告書」には，次のように述べられている。
　「財務諸表は財務報告を構成する中心的な要素である。それは，会計情報を企業の外部者に伝
達する主要な手段である。財務諸表はまた，会計記録以外の源泉からの情報を含みうるが，会計
システムは，一般に財務諸表の要素（資産，負債，収益，費用など）にもとついて形成され，財務
　　　　　　　　　　　　　　　　（4）諸表のための情報の大部分を提供する」。
　したがって，「報告書」によると，財務諸表は財務報告の中心的要素をなすものであり，また
それに含まれる情報の大部分は会計システムより提供されるものであると規定されるのである。
そして，「報告書」は，現在最も頻繁に提供される財務諸表として，（a）貸借対照表（または財政状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）態表），（b）損益計算書，（c）留保利益計算書，（d）株主持分変動表，（e）財政状態変動表を挙げている。
　なお，ここでは触れられていないが，財務諸表情報には，通常，財務諸表に対する注記も含ま
れるものと解されている。
　ついで，財務報告のいま一つの構成要素である「その他の財務報告手段」について，「報告書」
では，次のように述べられている。
　「財務報告には，財務諸表が含まれるだけでなく，会計システムにより提供される情報一す
なわち企業の資源，義務，利益などに関する情報一に直接または間接にかかわる情報を伝達す
る手段も含まれる。経営者は，公式の財務諸表以外の財務報告手段により情報を企業外部者に伝
（1）FASB，　Statement　of　FinanciaI　Accounting　Concepts（SFAC）No．1：0bjectives　of麓πσ履諺
　Reporting　bOr　Business　Enterprises，　November　1978，　par．5～7．森川監訳r現代アメリカ会計の基礎
　概念一FASB財務会計概念報告書一』1988年，49頁～51頁。
〈2）FASB，　SFAC　NQ．1；op．虚．，　par．5．邦訳49頁。
（3）なお，これについては，石田三郎著『監査意見形成論』1983年，27頁参照。
（4×5）FASB，　SFAC　No．1；op．　cit．，　par．6．邦訳50頁。
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達することがある。これが行なわれるのは，その情報の開示が権威ある公式見解，規制機関によ
って作られた規則または慣習により義務づけられているか，経営者がそれを企業外部者にとって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6j有用であると考えて自発的に開示するか，のいずれかのためである」。
　このように，「報告書」によると，「その他の財務報告手段」は，公式の財務諸表以外の財務報
告手段であって，会計システムにより提供される情報（財務諸表情報）に直接または間接にかかわ
る情報を伝達する手段であると規定され，これには，特に社会的（制度的）にその開示が要請さ
れるものと，経営者が外部情報利用者のために有用であると判断して任意に開示するものとがあ
る，とされるのである。
　こうした「その他の財務報告手段」により伝達される情報には，財務ハイライト，受注残高デ
ータ，生産データ，記述的分析等のような財務情報と非財務情報の両方にわたる，多様な情報が
　　　　　　　（7）含まれるのであるが，これらの情報は，特に近年における企業の環境的諸条件を背景に，ディス
クロージャーの拡充が要請されるなかで，実務や制度において新しく開発された諸種の情報を代
　　　　　　　（8）表するものである。FASBは，上述のように，「報告書」において，「財務報告」なるより広範な
概念を用いて，そのなかにこれらの財務諸表以外の諸種の情報をも包摂することにより，財務諸
表に関する会計基準の設定をこえて，新しく「財報報告」に関する会計基準の設定へとその使命
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）を拡大する旨を公言したのである，といわれる。
　ところで，「概念報告書」では，「財務報告」の目的の焦点は，特に現在および将来の投資家，
債権者およびその他の利用者が合理的な投資，与信およびそれに類する意思決定を行ううえで有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩用な情報を提供するという点に置かれているが，この場合に必要とされる情報の範囲な〔第1図〕
のように図示される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aD　この〔第1図〕から，特に下記の諸点が明らかになるであろう。
　（1）投資家，債権者およびその他の利用者が経済的意思決定を行うためには，「営利企業によ
　　るすべての財務報告」のほかに，「その他の情報」が必要である。これには，一般的経済状
　　況またはその予想，政治事象および政治的風土，あるいは産業の見通しなどに関する情報が
　　含まれる。
（6）FASB，　SFAC　No．1；op．　cit．，　par．7．邦訳50頁。
（7）D．R．　Carmichael；Standards　for　Financial　Reporting，　The　Joarnal　of　Accountancy，　May　1979，
　P．76．
（8）AICPA，　The　Commission　on　Auditors’Res♪onsibilities：Re♪ort，　Conclusions，　and　Recommenda．
　tions，　1978，　pp．54～55．
（9）D，R　Carmichael；⑳cit．，　p．76．
⑩　FASB，　SFAC　No．1；op．　cit．，　par．32，34．邦訳61頁。「報告書」では，財務報告の目的は，（1｝投資
　および与信の意思決定に有用な情報の提供というより一般的な目的から，②キャッシa・プロの予想に
　関する評価に有利な情報の提供，そして（3）企業資源，資源に対する請求権および資源と請求権の変動に
　関する清報の提供というように，より具体的な目的へと段階的に展開されている。この点については，
　拙稿「利用者志向型会計の展開方向一FASB概念第1号（1978年）を中心として」，篤村剛雄編著r企
　業会計の現状と展望』1988年所収，参照。
UD　FASB　Invitation　to　Comment：Financial　Statements　and　Other　Means（ゾReporting，　May　12，
　1980，p．1．参照。
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〔第1図〕　開示情報の範囲
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　　1980，　p．2．
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　②　「営利企業によるすべての財務報告」は，種々の利用者の共通の利害関心に応えるための
　　「一般目的外部財務報告」（general　purpose　external　financial　report｛ng）と「その他の財務報告」
　　とに分かれる。このうち，前者の「一一一般目的外部財務報告」こそが基準設定機関たるFASB
　　の主要な関心領域をなす。一方，「その他の財務報告」は，経営管理用の内部報告やその他
　　の特別目的報告（例えば，連邦所得税に関する報告）を指し，前者によって提供される情報に影
　　響を及ぼしうるものである。
　（3）「一一ma目的外部財務報告」は，「（制度的に）要求される情報」と「任意情報」に分かれるが，
　　このうち「要求される情報」には，次の3種のものが含まれる。
　　（a）財務諸表（finanCial　StatementS）
　　（b）財務諸表に対する注記（n・tes　to　financial　state皿ents）
　　（C）補足情報（supPlementary　information）
　　　①財務諸表および注記に添付される補足情報
　　　②要求しだいに入手しうる補足情報
　したがって，FASB　r報告書」において，「財務報告」は財務諸表（注記を含む）とともに，「そ
の他の財務報告手段」から構成されるというとき，そのなかには，〔第2図〕に示したような諸
種の情報が含まれることになる。
　　　　　　　　　　　　　〔第2図〕　「その他の財務報告手段」の範囲
　　　　　　　　　　　　　　＿①　「一般目的外部財務報告」の
??????????うちの「（制度的に）要求さ
れる補足清報」
一② 「一般目的外部財務報告」の
うちの「任意情報」
「その他の財務報告」一経
営管理用内部報告および特定
目的外部報告に含まれる情報
［FASBの関心領域］
一③
　これらの「その他の財務報告手段」のうち，特に重要なのは①「（制度的に）要求される補足
情報」である。ある論者によると，近年におけるFASBの主要な目標は，こうした補足情報に
対する要請を拡大することであったとさえいわれるのである。
　かくして，FASB　r報告書」にみられる「（財務報告に関する）二重報告システム」の構想では，
特に近年，実務や制度の展開におけるディスクロージァーの拡充化傾向のなかで，新しく情報開
示手段として社会的に脚光を浴びてきた正規の財務諸表（注記を含む）以外の諸種の情報が「そ
の他の財務報告手段」一特に「要求される補足情報」として正式に認知されて，「財務報告」
の範疇のなかに取り入れられ，その枠組の拡大化が企てられている点が注目されるのである。
aX’Robert　N．　Anthony；Tell　lt　Like　It　Was－A　Conceptual　Framezvork　for　Financial　Accounting，
　1983，　p．4．
98 r明大商学論叢』第71巻第3・4号（1989年3月） （322）
皿　「二重報告システム」構想の意義
　前節で述べたようなFASBの「財務報告」に関する新しい構想一「二重報告システム」構
想の意義に言及して，D．R．カーマイケル（当時のアメリカ公認会計士協会副会長）は，こうした構
想は，（1）“Big　GAAP対Little　GAAP”，（2）「ソフト情報」の実験，および（3）監査可能性とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）う3つの問題領域において前進をもたらし，公表会計実務に重要な影響をもたらすものである，
と指摘している。ここでは，彼の見解に依拠して，「二重報告システム」構想の意義ないし役割
をさらに掘り下げてさぐりたい。
　さて，カーマイケルによると，近年における情報拡充の要請の高まりのなかで，公表会計実務
においてs次のような問題が生じている，といわれる。
　（1）　“Big　GAAP対Little　GAAP”について
　従来，小規模閉鎖会社は，セグメント情報に代表されるような，新しい多くの情報開示要請に
対して，それらの要請は，もっぱら大規模公開会社の財務諸表の利用者に利益を与えるように企
図されており，彼らにとってはほとんど目的適合的ではなく，不当な費用負担を強いられるも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2｝のと批判し・それを受容することに反対してきた。その結果，“Big　GAAP”（大規模公開会社の財
務諸表に適用されるGAAP）と“Little　GAAP”（小規模公開会社の財務諸表に適用されるGAAP）とい
う・財務諸表に関する2種類のGAAPが設定される可能性が見受けられる。
　（2）　「ソフト情報」の実験
　現在原価情報や財務予測情報のような，いわゆる「ソフト情報」（“s・ft　inf・rmati・n”）は，情報
利用者にとっては非常に目的適合的であるかもしれないが，歴史的原価情報よりも主観的な性質
を有する。この種の情報を財務諸表に含めることは，それが歴史的原価情報と同じほど信頼のお
けるものであり，またおそらくは利用可能な測定技術をもって可能であると考えられるものより
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛3）も多くの統一性を要求するであろうことを含意するかもしれない。
　（3）　監査可能性
　ある情報を財務諸表に含めることは，通常，それが監査の対象とされなけれぽならないことを
意味する。このことは，発行会社に対して一定の追加的費用の負担をもたらすか，あるいは情報
の発行が遅れることを意味し，また監査人に伝統的な監査手続（traditi・nal　auditing　procedures）の
適用対象とはなりえないような情報（前記の「ソフト情報」はその典型であるとみられる）に関与す
　　　　　　　　　　　　（4）ることを強いるかもしれない。
　FASBの財務報告に関する「二重報告システム」の構想は，すぺての企業に対して要求される
情報の中核はこれを正式の財務諸表において開示するが，分析的ないし補足的目的のために特定
の実体に対して特別に要求される情報は，補足情報として財務諸表の外で開示するというように
（1）　D．R　Carmichae1；op．厩診．，　p．76．
（2）D．R　Camichael；op．ぬ，　pp．76～77．
（3×4）DR　Carlnichae1；op．　cit．，　P．77．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）　二面的な開示の仕組みを構築しようと試みたものであるが，カーマイケルは，このような試みに
　よって，前記の3つの問題領域には，一定の前進ないし改善がもたらされるとして，およそ次の
　　ように述べている。
　　まず，（1）“Big　GAAP”対“Little　GAAP”についてみると，セグメント情報のように，特に
　分析的目的のために有用であるが，費用負担のかかる情報の開示は，特に一定の大規模公開会社
　に対して補足情報という形で要求する道が開かれるために，財務諸表に関する2種類のGAAPが
　設定されるのを回避することが可能になる。次に，②「ソフト情報」の実験に関しては，この種
　の情報は財務諸表から除外されて，補足情報として開示されることになるから，正規の財務諸表
　情報に伴う追加的費用と信頼性の拘束なしに，それについての実験を企てることが可能になる。
　最後に，（3）監査可能性についても，監査人は，補足情報に関与するのであるから，正規の監査を
　実施する必要はなく，一定の限定的保証（limited　assurance）を与えるために，この種の情報にか
　　　　　　　　　　　　（6）　かわることが可能になる，と。
　　以上紹介したように，カーマイケルによると，FASBの財務報告に関する「二重責任システ
　ム」の構想は，（1）“Big　GAAP”対“Little　GAAP’，，（2）「ソフト情報」の実験，ならびに（3）監査
　可能性という3つの領域における問題を除去ないし解決して，これらの領域の前進ないし改善を
　はかり，「財務報告における新時代」（ANew　Era　in　Financial　Rep。rting）の到来をもたらしうる
　　　　　　　　　　　　　　　（7｝　　ものであると評されるのである。
　　　こうしたカーマイケルの所説から，FASBの「二重報告システム」の構想のもとで，正規の財
　務諸表情報に対して，補足情報がいくつかの点で対照的にとらえられていることをより明確にう
　かがうことができるであろう。その主要な点を列挙すると，下記のとおりである。
｛　　まず第一に，財務報告に占める地位からみると，この構想のもとでは，財務諸表情報は財務報
　告の「中核」（basic　c・re）をなすものであると位置づけられるのに対して，補足情報は情報利用者
　にとって有用であるが，文字どおり，そのような中核をなす財務諸表情報を補足するものであり，
　補足的地位を占めるものであるととらえられる。
　　第二に，開示企業の範囲の点からみると，財務諸表情報は，上記の第一の点に関連して，あら
　ゆる場合に，すべての営利企業にひとしくその開示が要求されるものであるとみられるのに対し
　て，補足情報は，特別な状況のもとにおいて，特に規模，所有（株式）の分散度あるいは業種な
　　どを勘案した，一定の企業に限り開示が要請されるものであるととらえられる。
　　第三に，情報の特性という点からみると，財務諸表情報は，基本的には，現実の取引価額たる
　歴史的原価数値に基礎を置いた事実的，過去志向的ないしは客観的な（検証可能な）性格を有す
　　るのに対して，補足情報は，主に「ソフト情報」とも呼ぼれるように，多分に分析的，解釈的，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧　将来志向的ないしは主観的な性格を有するものであるとみられる。
（5×6）　D．R．　Car皿ichael；Op　cit．，　P．　78　and　p．84．
（7）　D．R．　Carmichael；op．　cit．，　P。84．
（8）補足情報の特性として，カーマイケルは，将来志向的であること，高度に主観的であること，測定値
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　最後に，監査可能性の点からみると，財務諸表情報は監査可能な情報であり，監査（「正規の監
査」）の対象とされるのに対して，補足情報は，上述のような諸特性のために，通常は，監査不
能とみなされ，主に質問や分析的手続からなるところの，一定の限定的保証を与える検証手続
（「レビュー」（review）に類似する手続）の対象とされることになる。
　この点について，D．ソロモンズは，財務諸表情報と補足情報との区分は，他の何人よりも会
計士にとって重要であるとして，次のように述べている。
　「財務諸表は監査済みである。すなわち，誰かが当該財務諸表はGAAPに準拠して企業の状態
および業績を適正に表示していることを証明するために独立の判断を行使した。（一方）補足情報
は会社の監査人によって監査されているのではなく，レビューされている。そしてかりに彼らが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9｝当該情報の真実性を疑う理由を有するとすれば，その旨を述べるであろう」。
　以上要するに，FASBの財務報告に関する「二重報告システム」の構想は，近年，環境的諸条
件の変化を背景にして，顕著にみられる情報開示要請の高まりのなかで，特に一定規模以上の公
開会社に対して，一般投資家を中心とした情報利用者の経済的意思決定に有用な情報を提供する
ために，正規の財務諸表情報以外に要求されている現在原価情報，利益予測情報あるいは石油・
ガス会計情報のような，分析的，解釈的，将来志向的あるいは主観的な性格の諸種の情報を，
「補足情報」として，「財務報告」の枠組のなかに位置づけることによって，正式にそれを認知し，
またそのような補足情報に対する監査人の関与の可能性一特に財務諸表監査とは異なった「レ
ビュー」に類似する検証手続の適用を指示したものとして注目されるのである。
IV　「補足情報」の意義と範囲
　本節では，上述のようなFASBの「二重報告システム」の構想のなかでも，特に近年開示情報
拡大のための手段としてわれわれの関心を引く「補足情報」に焦点をあてて，その定義，範囲あ
るいはその特性などについて検討したい。これらの問題を検討するにあたっては，特に補足情報
と財務諸表情報（財務諸表および注記）とをどのように区分すぺきかが明らかにされなければならな
い。ここでは，この点について興味のある「完全な視点対異なった視点」アプローチ（“c。mplete
perspective－different　perspective”apPr・ach）を提唱した，　FASBの「コメントの勧め」：「財務諸表
　　　　　　　　　　　　（1）およびその他の財務報告手段」（1980年）に依拠して，考察を進める。
　1．　財務諸表情報
　さて，「コメントの勧め」で提唱されている「完全な視点対異なった視点」アプローチによる
と，財務諸表および注記は，ある単一の視点から企業の財政状態および経営成績についての写像
　が弾力的であること，解釈的であること，統計や表形式で示されること，あるいは分析的セあることを
　指摘している。D．　R．　Carmichael；op．　Cit．，　PP．78～80．
（9）David　Solomons；Making　Accoanting　Policy：The　Ouest／for　Credibilitツ　in　Financial　Re♪orting，
　1986，　pp．72～77．
（1）FASB・Invitation　to　Comment：Financial　Statements　and　Other　Means　of　FinanciOf　Reporting，
　May　12，1980．
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（picture）を表示するものであり，したがって，それに関連する情報が記載されることになる。
　　（a）財務諸表
　「コメントの勧め」によると，財務諸表とは，会計およびそれに関連する情報を伝達するため
の高度に組み立てられた基本的手段であるととらえられ，それは，次のような特性をもつ諸要素
　　　　　　　　　　（2｝から構成されるとされる。
　（1）財務諸表の諸要素は，①一定時点における特定企業の資源または資源に対する請求権（資
　　産，負債または所有主持分）のレベルか，あるいは②一期間中における企業の資源または資
　　源に対する請求権の変動をもたらす取引，その他の事象および状況の財務的影響（例えば，
　　収益または費用）のいずれかを表わす。
　（2）諸要素は，貨幣単位（または安定購買力単位）で数量化される。
　（3）諸要素は，すでに生起した取引，その他の事象および状況の結果を表わす。
　（4）一組の財務諸表上の諸要素は，接合し七いる。すなわち，①ある要素の期首の測定値に当
　　期における当該要素の変動額を加減したものは，期末における当該要素の測定値に等しい。
　　また②一定時点において，資産は負債と所有主持分を加算したものに等しい。
　しかし，これらの特性を有することは，ある項目が財務諸表に記載されるための必要条件であ
るが，十分条件ではない。それは，第二のハードルを通過しなければならない。すなわち認識基
準を充足し，かつ合理的に信頼しうる測定または見積りの可能な適性を具備しなけれぽならない。
これらの条件を満たさない項目は，たとえ財務諸表の諸要素としての資格を有するとしても，財
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲務諸表への正式の記載から除外されなけれぽならない。
　かくして，財務諸表と注記および補足情報を含むその他の財務報告手段により開示される情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4｝との間の辱分は，財務諸表の諸要素の定義とその認識および測定基準によって決定される，と説
かれるのである。
　　（b）財務諸表に対する注記
　「コメソトの勧め」では，上述のように，財務諸表の諸要素の定義と認識および測定基準は，
主に財務諸表の内容を決定するよう意図されたものであるが，それらは，注記における情報内容
にも密接なかかわり合いを有する，といわれる。
　それによると，注記は，本質的には，財務諸表に含まれる諸要素についての情報を敷衛する機
能を有する。すなわち，注記は，大量の詳細な計数的情報を要約した財務諸表をもっと有用なも
のにするために，それを敷衛するものであり，財務諸表と一体となって十分な開示（adequate
disclosure）を可能ならしめるものである。そのようなものとして，注記は，これまで関係者の間
（2）FASB，　Invitation　to　Co皿ment；op．　cit．，　par．　45．財務諸表の諸要素の定義については，　FASB，　SFAC
　No．6：Elements　of　Financial　Statements，　December　1985．に指示されている。
（3）FASB，　Invitation　to　Comment；op．　cit．，　par．46．財務諸表の諸要素の認識および測定基準につい
　ては，FASB，　SFAC　No．5；Rθoo9π観oπand　Measurement　in　Financial　Statements　of　Busine∬
　Eπ’θr，痒585，December　1984．に指示されている。
（4）FASB，　Invitation　to　Comment；Op　cit．，　pan　47．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）で監査済財務諸表の必要不可欠の要素であるとみなされてきた。
　注記は，財務諸表で表示される写像におけるギャップを埋め合わせることを意図したものであ
る。それは，具体的にいえぽ，①採用された会計方針やその変更を開示するために，②財務諸表
に要約された金額の明細を示すために，あるいは③認識および測定基準を満たさなかったために
財編表から除外された鞭素についての解を提供するために用いられ9。
　一組の財務諸表において，企業の写像を描写するために採用される視点は，考えられる多くの
視点のうちのただ一つであるが，この財務諸表の視点は主に認識および測定基準によって決定さ
れるがゆえに，これらの定義と基準は注記にも影響を及ぼすことになる。なぜならば，注記はそ
のような財務諸表の視点を完全なものにするからである。とりわけ注記は，財務諸表において認
識された諸要素についての追加的な情報を提供するか，あるいは認識基準を満たさないような諸
要素についての情報を提供することができる。それゆえに，諸要素の定義と認識および測定基準
は，財務諸表をその他のすべての情報と区分する線を引くだけでなく，また一般に注記をその他
の情報と区分する「蔭」（・、h。d。wつを投げかけるのであ瑠，と述べられる。
　このようにして，「コメントの勧め」によると，注記の性質を有する情報には，次のタイプの
　　　　　　（8）ものが含まれる，とされる。
　（1）認識された諸要素一般についての質的情報一その一般的内容を理解するために必須であ
　　るとみなされる財務諸表全体についての情報、
　　　例えば，連結財務諸表の基礎にある連結方針の説明である。
　②　認識された特定の諸要素についての質的情報一それを理解し，あるいは企業を比較する
　　ために必須であるとみなされる財務諸表の特定の諸要素についての情報
　　　例えば，棚卸資産評価の方法または収益認識の方法である。
　㈲　認識された特定の諸要素についての量的情報一財務諸表の重要な側面を解釈するために
　　必須であるとみなされるが，財務諸表に含まれることが実際的でないか，あるいは財務諸表
　　に含まれたならば，財務諸表または詳細な情報自体の全体的効率を減じる傾向のある量的情
　　報
　　　例えば，社債の支払期日別細分または請求権の優先順位別細分，売上高の外国売上高と国
　　内売上高への細分のようなセグメント情報である。
　（4）認識されない諸要素についての情報一不確実性，測定不能性等のために財務諸表におい
　　て認識されない（財務諸表の）諸要素についての情報
　　　例えぽ，石油・ガス埋蔵量情報，相当発生する可能性のある偶発事象およびある種の発生
　　する可能性の乏しい偶発事象についての情報である。
　これらの傭報を開示することによって，注記は，財務諸表において，単一の視点から描写され
（5）FASB，　Invitation　to　Comment；op，　cit．，　par．49．
（6》FASB，　Invitation　to　Comment；⑫Cit’，　par．50．
（7）FASB，　Invitation　to　Comment；op．　cit．，　par．51～52．
（8）FASB・Invitat三〇n　to　Comment；op．　cit，　par．53．
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る企業の写像のギャップを埋め合わせることによって，それを完全なものにするという役割を有
するのである。
　2．　補足情報
　「コメントの勧め」によると，上述のように，財務諸表および注記は，単一の視点から企業の
写像を描写するのであるから，それと異なった視点からながめる企業についての情報は，補足情
報（より正確には「要求される補足情報」）としての資格を有するものとみられる。すなわち，財務
諸表は企業とその活動の写像を特定の観点から描写し，注記はそれを完全なものにするのに対し
て，補足情報は，それと別の観点から企業のすべてまたはその一部の写像を表示する機能をにな
うのである。したがって，補足情報は，財務諸表および注記において表示される企業の「完全な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）視点」とは「異なった視点」を表示するものである，と定i義される。
　このように補足情報をとらえた場合，それには基本的に，下記の4種類の情報が含まれること
　　ttor
になる，といわれる。
　（1）異なった一組の認識および測定基準を用いた情報
　　　これには，例えば，現在原価情報（時価情報）や安定ドル情報（一般購買力変動情報）などが
　　含まれる。これらの情報は，その目的適合性およびその信頼性について，または表示の形式
　　と内容についての実験の結果が出るまでの間開示されるタイプの情報に属する。
　（2）異なった実体の視点からの情報
　　　これには，財務諸表および注記に含まれる情報のより小さな実体への分割を表わすセグメ
　　ント情報，一企業の財務諸表の別企業の財務諸表への統合などがある。
　（3）財務諸表の内容を理解するために必須であるとはみなされないが，しかし利用者に役立っ
　　と同時に，提供する企業にとって費用効果的であるような分析的性質の情報
　　　これには，1株当り利益情報，インフレーションの企業に対する影響についての必要な注
　　釈などが含まれる。
　（4）将来の期待についての情報
　　　これには，資本支出計画，受注残高情報などがある。なお，ここには掲げられていないが，
　　利益予測情報もこれに含まれるものと解される。
　さらに，「コメントの勧め」では，これらの4種類の情報に加えて，補足情報には，費用・便
益（cost・bene丘t）の要請から，いま一つ別のタイプのものが含まれる，といわれる。すなわち，補
足情報は，財務諸表が注記のいずれかに含まれる資格をもつが，しかしその情報をこれらの場所
に開示するには，一定の費用（例えば，監査要請によって付加される費用）を要するために，「費用・
便益テスト」（cost・benefit　test）を満たさないような開示のための「残余場所」（“residual　Iocation”），
いいかえれぽ，「“最後の避難”場所」（1・cation・f“last　resort”）としても役立つかもしれない。そ
の一つの具体例として，石油・ガスの埋蔵量情報を挙げることができる。この種の情報は，その
（9）FASB，　Invitation　to　Comment；op．　ct’t．，　par．55．
⑩　FASB，　Inv三tation　to　Comment；ψ．　cit．，　par．56．
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信頼性を確かめるために非常に高い費用を要するから，「費用・便益テスト」を満たさないかも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔IDしれないが，もし補足情報に含まれるならぽ，このテストを満たすかもしれない，と述べられる
のである。
　なお，「コメントの勧め」では，いま一つ代替的アプローチとして，「目的適合性，信頼性，費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫用効果性」アプローチなるものが提示されている。
　以上紹介したように，「コメントの勧め」では，「完全な視点対異なった視点アプローチ」にも
とついて，財務諸表情報（財務諸表および注記）と補足情報とが区分され，かつ補足情報の範囲に含
まれるものとして，基本的に，4種類の情報が識別されるとともに，さらにそれに加えて，「費
用・便益テスト」により，これには，情報開示のための「残余場所」ないしは「“最後の避難”
場所」としての役割が与えられているのである。
　ところで，こうした「ユメントの勧め」における財務諸表情報と補足情報の区分に関する「完
全な視点対異なった視点」アプローチとそれにもとつく補足情報の意義とその範囲についての提
案は，財務報告に関する「二重報告システム」の構想の発展ないし深化という点からみて，基本
的には，これを支持することができると考えられる。
　ただし，このアプローチにいう「異なった視点」のとらえ方には，論理的にみると，若干問題
があるように思われる。それは，端的には，セグメント情報の取り扱いにみられる。さきに紹介し
たように，「コメントの勧め」では，セグメント情報は，注記の一種（（3）認識された特定の諸要勲こ
ついての量的情報）として開示することが提案されながらも，それは，また，財務諸表情報に対す
る「異なった視点」を表わす情報の一つ（（2隈なった実体の視点からの情報）として，補足情報のな
かに掲げられており，その取扱いには論理的一貫性が欠けているのである。私見によれば，この
ような混乱が生じたのは，「完全な視点」に対する「異なった視点」のとらえ方に問題があるか
らにほかならない。
　さきにみたように，「コメントの勧め」では，「完全な視点」と「異なった視点」のとらえ方に
関して，「mmaxに紺る視点は主に講および認灘準によって齪され鴉と述ぺら）｝・、”
また「一組の財務諸表において採用される視点は考えられる多くの視点のうちのたった一つであ
る。例えば，財務諸表は，伝統的に営利企業を名目的通過単位で測定される歴史的原価の視点か
らながめてきた。諸要素の認識または測定基準を変更することは，（企業の）写像を，例えぽ，現
在原価（時価）の視点のような全く異な。た視点に変更することになりう8」と述べられて、、る
が，これらの説明からみると，「完全な視点」と「異なった視点」を区分する基本的な基準は認
識および測定基準の相違という点にもとめるのカミ合理的であると解される。
　このように解されるとすると，正規の財務諸表情報に対する「異なった視点」を表わす補足情
報の範疇に含まれるものは，厳密な意味では，現在の慣行的な財務諸表の基礎に据えられている
aD　FASB，　Invitation　to　Comment；oψ．　ct’t．，　par．57．
aZ　FASB，　Invitation　to　Comment；op．　cit．，　par．62．　f，
㈹㈹　FASB，　Invitation　to　Comment；op．　cit．，　par．51～52．
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認識および測定基準一それは，基本的には，発生主義および取得原価主義にもとつくものであ
るということができる一とは異質的な基準にもとつく情報に限られるものと考えられる。それ
は，具体的にいえば，「コメントの勧め」において「補足情報」として掲げられている4種類の
情報のうち，特に（1）異なった一般の認識・測定基準を用いた情報一これには，現在原価情報
（時価情報）や安定ドル情報が含まれる一，と（2）将来の期待についての情報一これには，資本
支出計画，受注残高情報，さらには利益予測情報が含まれる一を含むものと解される。加えて，
ここでは言及されていないが，石油・ガス会計情報（埋蔵量・時価情報），予測主義にもとつく四
半期財務情報もこれに含むのが適当であると考えられる。
　ここで，「コメントの勧め」で特に矛盾した取扱いのみられたセグメント情報について触れて
おきたい。この情報は分析的情報の典型をなすものであるが，歴史的原価基準または時価基準の
いずれにもとついても測定L，うるものである。もしそれが歴史的原価基準により測定されたも
のであれぽ，この情報は，基本的には，正規の財務諸表上の測定値を基礎にして，それを実体
（entity）の構成要素別に分解したものであるから，「完全な視点」の一一ZZであるとみなされ，注記
情報として取り扱われることになる。一方，この情報が時価基準にもとついて測定された場合に
は，「異なる視点」を表わすものとして，補足情報に含まれることになるであろう。これに類似
する性質をもつ1株当り利益情報についても，これと同じことが妥当するように思われる。
　以上のように，「コメントの勧め」に依拠しながら，補足情報の範囲ないし内容をより限定的
にとらえた場合に，それに含まれる諸情報は，財務諸表情報に比べて，いずれも主観性または不
確実性の高いものであり，したがって相対的に検証可能性の低い情報であるとみることができる。
この点に，財務諸表情報に対する補足情報の主要な特質が見出されるのである。
V　補足情報開示の性格
　以上，FASBの「二重報告システム」の構想と，その一環をなす補足情報の意義，範囲ならび
に特性について考察したが，その結果，次の諸点が明らかにされた。
　まず第一に，「二重報告システム」の構想では，「財務報告」の枠組のもとに，慣行的な財務諸
表情報（注記を含む）と並んで，特に近年における情報拡充の要請の高まりのなかで，新しく情
報開示手段として社会的に注目されてきた諸種の情報が「その他の財務報告手段」，特に「補足
情報」として包摂され，正式に認知されるとともに，その枠内で，これら二つのタイプの情報間
の区分が企てられている。
　第二に，「二重報告システム」の中心的要素をなす財務諸表情報は，主として会計システム
ーそれは発生主義（実現主義を含む）と取得原価主義に立脚している一から提供され，単一の
視点から，企業の完全な写像を描写しようとするものであり，財務報告の「中核」をなす情報で
ある。それは，基本的には，過去志向的な性質を有し，相対的に客観性ないし検証可能性の高い
情報であり，したがって信頼性の高いものである。そのため，この種の情報は，原則として，監
査可能であり，監査（正規の監査）の対象となるものである。
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　第三に，「二重報告システム」のいま一つの要素である補足情報は，会計システムから提供さ
れる前記の財務諸表情報に直接または間接にかかわるものであるが，財務諸表情報とは「異なっ
た視点」を開示する情報であり，その意味で，この情報は，財務諸表情報を補足して一般投資家
等の情報利用者に有用な情報を提供しうるものである。こうした補足情報は，主に現在原価情報
（時価情報），利益予測情報，石油・ガス会計情報，あるいは四半期財務情報などを含むが，基本
的には，現在志向的または将来的志向な性質を有し，相対的に主観性ないし不確実性の高い情報
であり，それだけに信頼性の低いものである。したがって，この種の情報は，原則として，監査
不能であり，監査人は，主に質問や分析的手続からなり，一定の限定的保証を与えるような「レ
ビュー」に類する検証手続をもってこれに関与することになる。
　　　　　　　　　　　　　（1）　すでに別稿で考察したように・FASBの「概念報告書」第1号では，財務報告（特に一般目的外
部財務報告）の基本的な目的として，特に「経営上および経済上の意思決定への役立ち」という
目的が設定され，それから出発して，一一ma目的（「投資・与信意思決定に有用な情報の提供」）一→中間
目的（「キャッシュ・フローの予想の査定に有用な情報の提供」）一→特殊ないし具体的目的（「企業資源，
資源に対する請求権およびこれらの変動に関する情報の提供」）という形で，目的の階層的把握が企て
られているのである。この場合，後者の具体的目的としては，「経済的資源・義務および所有主
持分」，「企業利益とその構成要素」，「資金フP－」などに関する情報の提供，「経営者の受託責
任の履行」のための情報の提供，ならびに「経営者の説明と解釈」の提供が挙げられるのであ
る。
　こうしたFASBの「概念報告書」第1号における財務報告の目的のとらえ方に関して，特に注
目されるのは，財務報告の目的の基底に情報利用者の情報ニーズが据えられ，それから情報利用
者の意思決定に有用な情報の提供という基本目的が導き出されているという点で，「利用者志向
型会計」（user・oriented　accounting）ないし「意思決定会計」（accounting　for　decision）が展開される
とともに，そのような財務報告の具体的な目的の一つとして，特に経営者の所有主に対する受託
資源の運用にかかわる受託責任の履行という点が挙げられていることである。その意味では，こ
の報告書では，「利用者志向型会計」ないし「意思決定会計」の枠組を基本にして，そのなかに
受託責任の履行目的が包摂されているものと解される。このような見地からみると，上述のよう
な「二重報告システム」の構想における補足情報開示の意義は，基本的には，「利用者志向型会
計」ないし「意思決定会計」の枠組のもとで，その一層の充実をはかるという点にもとめること
ができるであろう。
　しかしながら，「利用者志向型会計」ないし「意思決定会計」の特質を，特に会計目的のレベル
だけでなく，講および測定離をも含む会計離全体の観点からとらえるという鵡からみる
と・「概念報告書」（特に第5号および第6号）で展開されている認識および測定構造は，基本的に
は，発生主義（実現基準を含む）および取得原価主義に立脚している一ただし，市場性のある有
（1）前掲拙稿「利用老志向型会計の展開方向……」22頁以下参照。
　②　これについて｝：，例えば，次の文献を参照。中村宣一朗稿「財務会計目的について」大阪大学経済学，
　35巻1号（1985年6月），379頁～380頁。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）価証券やそれに類似する特定の資産については時価基準が適用される一と解されるところから，
その基底には，慣行的な「受託責任会計」（acc・unting　f・r　stewardship）の枠組が予定されている
とみることもできる。この見地からみると，上述のような補足情報の開示の意義ないしは性格は，
公表会計の枠組を，慣行的な「受託責任会計」を基礎にしながらも，「利用者志向型会計」のイ
ソパクトを受けて，特に情報利用者の情報ニーズによりよく適合しうるように拡充するための具
体的なにない手であると考えられるであろう。
（3》これについては，拙稿「新しい損益計算の構想一FASBのr概念報告書』を中心として一（1×2）」
　会計ジャーナル，1988年2月号および3月号参照。
